
 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

はじめに 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大や気象変動、ライフスタイルの変化により、私た

ちの地域社会をとりまく環境は急速に変化しています。このような状況の中、環境の

変化に対応し、持続可能な活力ある社会を創っていくためには、全ての人が性別や年

齢にとらわれることなく一人一人の個性、資質、能力を認め合い、十分に発揮し、支

えあって暮らせる男女共同参画社会の実現が不可欠です。 

 国においては、これからの社会全体における男女共同参画計画に係る課題を、「持

続可能な意思決定への参画」、個人における課題を、「性別にとらわれることなく自ら

の選択によって長い人生を設計することができる環境の設備」としました。このよう

な課題解決のため、男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公

正で多様性に富んだ、活力ある持続可能な社会を目指し、「第 5 次男女共同参画基本

計画」が2020年（令和2年）に策定されました。 

 県においては、男女共同参画社会づくりに向けた取組の実効性をより高めるととも

に、女性が能力を十分に発揮できる社会づくりを一層進めるため、「男女が性別にか

かわりなく、個性と能力を発揮できる社会の実現」を目指す指針として、20２１年

（令和３年）に「第４次長崎県男女共同参画基本計画」が策定されました。 

 本市においても、社会状況の変化や法整備等に伴い、男女共同参画社会の実現に向

けて、更なる推進を図るべく、これまで各施策の指標としてきた「第２次松浦市男女

共同参画計画」（平成２９年度～令和３年度）を継承しながら、今回、「第３次松浦市

男女共同参画計画」（令和４年度～令和８年度）を策定しました。計画においては、男

女共同参画の視点を取り入れた防災やジェンダー平等、介護支援策等についても新た

な施策を展開していくものであります。 

 この計画を策定するにあたり、貴重なご意見をいただきました「松浦市男女共同参

画推進懇話会」委員の皆様をはじめ、ご協力を賜りました市民の皆様、関係者の皆様

に対して、心から感謝申し上げます。 

 

 

 令和４年３月 

  

                        松浦市長 友田 吉泰 
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第１章 計画策定にあたって 

 

１．計画策定の趣旨 

 

 今日、女性も男性も全ての個人が、互いにその人権を尊重し、喜びも責任も分かち合

いつつ、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会1の実

現は、少子高齢化や人口減少が進む我が国の社会にとって、社会の多様性と活力を高め、

我が国の経済が力強く発展していく観点や、男女間の実質的な機会の平等を担保する観

点から極めて重要であり、社会全体で取り組むべき最重要課題となっています。 

 国においては、男女が自らの意思に基づき、個性と能力を発揮できる、公正で多様性

に富んだ、活力のある持続可能な社会をめざし、「あらゆる分野における女性の参画拡大」

を計画の冒頭に位置付けた「第５次男女共同参画基本計画」が令和２年１２月に閣議決

定されました。 

 県においても、国の動向を把握しながら、「男女が性別にかかわりなく、個性と能力を

発揮できる社会の実現」を目指す指針として、２０２１年（令和３年）３月に「第４次

長崎県男女共同参画基本計画2」が策定されました。 

 本市においては、2006年（平成18年）に男女共同参画の企画・推進に資するため

の「松浦市男女共同参画推進懇話会3」を設置し、各種施策の推進を図ることとしました

が、施策の推進には計画が必要ということで、2008年（平成20 年）に「松浦市男女

共同参画計画」（平成 20年度～平成28年度）を策定しました。その後、地域社会を取

りまく環境変化に対応し、２０１７年（平成２９年）に改定を行いました。 

こうした状況の中、本市における男女共同参画社会づくりに向けた取組の実効性をより

高めるとともに、女性が能力を発揮できる社会づくりを一層進めるため、これまでの計

画の進捗状況を踏まえ課題に対応しながら男女共同参画並びに女性活躍を推進し、「思

いやって、支えあって、自分らしくいきいきとすごせるまち松浦」を目指す指針として、

この「第3次松浦市男女共同参画計画」を策定するものです。 

  

 

 

 

 

 

                                                   
1 男女共同参画社会：男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に

参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会（男女共同参画社会基本法第２条） 
2 第３次長崎県男女共同参画基本計画：男女共同参画社会基本法第 14 条第 1 項及び長崎県男女共同参画推進条例  

 第 7 条の規定に基づく計画。 

3 松浦市男女共同参画推進懇話会：松浦市の男女共同参画社会形促進を図るための施策について広く意見を聴取

し、男女共同参画の企画・推進に資するために設置された会  
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２．計画の位置付け 

  

（１）男女共同参画社会基本法第１４条第３項の規定に基づく市町村男女共同参画計画

です。 

（２）第４次長崎県男女共同参画基本計画を勘案し策定した計画です。 

（３）第３章基本目標１及び数値目標は、「女性活躍推進法」第６条第２項に規定される

「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（市町村推進計

画）」を兼ねた推進計画であり、国の基本方針に即し、かつ第４次長崎県男女共同参

画基本計画を勘案して策定したものです。 

（４）第３章基本目標２政策目標１は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護 

等に関する法律4」（以下「配偶者暴力防止法」という。）第２条の３第３項に規  

定される「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関す 

る基本計画（市町村基本計画）」を兼ねた基本計画であり、国の基本方針に即し、 

かつ長崎県ＤＶ対策基本計画5を勘案して策定したものです。 

（５）市の各種計画との整合性を持つ計画です。 

 

 

３．計画の期間 

 

 本計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。 

 なお、今後の社会情勢や環境の変化等に応じて、適宜、必要な見直しを行うこととし

ます。 

 

 

４．計画の背景  

 

１）国の動き 

国においては、１９９９年（平成１１年）に「男女共同参画社会基本法」が施行され、

第２条において、「男女共同参画社会の形成」について規定しています。また、同基本法

の施行に伴い、２０００年（平成１２年）には「男女共同参画基本計画」が策定され、

男女共同参画社会の実現に向けた法制度の整備が進められるとともに、同基本法に基づ

くポジティブ・アクション（積極的改善措置）6により、社会全体で女性の活躍の動きが

                                                   
4 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（配偶者暴力防止法）：配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護について、国及び地方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本方針の策定、保護命令制度の規

定等について定めることにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の自立支援を迅速かつ重点的に取り組むこ

とを定めた法律。 
5 長崎県ＤＶ対策基本計画：配偶者からの暴力の防止及び保護等のための施策に関する法律第 2 条の 3 の規定に 

 基づく計画。 
6 ポジティブ・アクション（積極的改善措置）：男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれ

か一方に対し、当該機会を積極的に提供すること。男女雇用機会均等法第８条では、過去の女性労働者に対する

取扱いなどが原因で生じている、男女労働者間の事実上の格差を解消するための「女性のみ」又は「女性優遇」
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拡大し、社会が大きく変化してきました。さらに、２０１５年（平成２７年）８月には、

女性の採用・登用・能力開発等のための事業主行動計画7の策定を義務付ける「女性活躍

推進法」が成立しました。令和２年１２月には、男女が自らの意思に基づき、個性と能

力を十分に発揮できる、公正で多様性に富んだ、活力ある持続可能な社会を目指し、「あ

らゆる分野における女性の参画拡大」を計画の冒頭に位置づけた「第５次男女共同参画

基本計画」が閣議決定され、男女共同参画社会の実現に向けた取組は、新たな段階に突

入しました。 

 

 

２）長崎県の動き 

県においては、男女共同参画社会の実現を目指して、１９９９年（平成１１年）に制

定された「男女共同参画社会基本法」及び２００２年（平成１４年）に施行した「長 

崎県男女共同参画推進条例」の趣旨や理念等を踏まえ、２００３年（平成１５年）に「長

崎県男女共同参画基本計画」が策定され、その後、社会経済環境の変化に伴い３度の改

定が行われました。 

その後、２０２１年（令和３年）には、男女共同参画社会づくりに向けた取組の実効

性をより高めるとともに、女性が能力を十分に発揮できる社会づくりを一層するため、

これまでの計画の進捗状況を踏まえ課題に対応しながら男女共同参画を推進していく

ための指針となる計画として、「第４次長崎県男女共同参画基本計画」が策定されました。 

 

 

３）本市の動き 

 本市においては、2006年（平成18年）に男女共同参画の企画・推進に資するため

の「松浦市男女共同参画推進懇話会」を設置し、各種施策の推進を図ることとしました

が、施策の推進には計画が必要ということで、2008年（平成20 年）に「松浦市男女

共同参画計画」（平成20年度～平成28年度）を策定しました。その後、地域社会を取

りまく環境変化に対応し、２０１７年（平成２９年）に改定を行いました。 

 しかし、2020年（令和 2年）からの新型コロナウイルス感染症の拡大等、私たちを

取り巻く社会情勢や環境の変化によって新たな課題も浮き彫りとなっており、男女共同

参画社会の実現に向けた新たな施策が必要となり、新たに「第３次松浦市男女共同参画

計画」を策定することとなりました。 

 

 

 

 

                                                   
の措置は法に違反しないとされている。 

7 事業主行動計画：事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することが

できるよう定める計画 
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第２章 計画の基本理念と基本目標 

 

１．基本理念 

 

 男女共同参画社会とは、「男女が互いに人権を尊重しつつ、性別に関わりなく、個性と

能力を発揮することのできる社会」です。 

 本市では、男女共同参画社会を実現し、「思いやって、支えあって、自分らしくいきい

きとすごせるまち松浦」を目指すため、以下の４つの目標を掲げ、具体的な施策を展開

します。 

 

 

２．基本目標 

 

１．あらゆる分野における女性の活躍 

 

 全ての女性がその生き方に自信と誇りを持ち、自らの意思でその個性と能力を十分に

発揮することにより、職場・家庭・地域等あらゆる場面において活躍できることが重要

となります。女性の活躍が進むことは、女性だけではなく、男女が共に仕事と生活を両

立できる暮らしやすい社会の実現にも繋がるものであり、男女共同参画社会の実現のた

め、引き続き、あらゆる分野における女性の活躍を強力に推進しなければなりません。

特に、「女性活躍推進法」が成立した現在においては、女性の活躍推進に重点的に取り組

む必要があります。 

 このことから、女性の参画拡大、働き方の改革、様々な分野への女性の活躍推進につ

いて、重点的に取り組みます。 
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２．安全・安心な暮らしの実現 

  

女性に対する暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。その予防と被害

からの回復のための取組を推進し、あらゆる暴力の根絶を図ることは、男女共同参画社

会を形成していく上で克服すべき重要な課題です。 

また、近年は、女性の就業等の増加、晩婚化等婚姻をめぐる変化、平均寿命の伸長等

に伴う女性の健康に関わる問題の変化に応じた対策も必要となっています。 

さらに、ひとり親のための貧困問題、高齢者のための働き方対策やライフスタイルの

問題など、克服すべき課題も多くなっていま

す。 

このことから、女性へのあらゆる暴力の根

絶、生涯を通じた男女の健康支援、生活上の困

難を抱えた人に対する支援などに引き続き取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

３．男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

 

 社会経済の急速な変化に対応するため、新たな制度の構築や抜本的な見直しが行われ

る中、男女共同参画の視点にたち、男女共にライフスタイルを柔軟に選択できる社会の

実現に向けた制度・慣行の見直しを進めるとともに、それを支える育児・介護の支援基

盤を整備する必要があります。 

 また、人々の意識の中に形成された性別に基づく固定的な役割分担意識、性差に関す

る偏見の解消や人権尊重を基盤とした男女

平等観の形成なども大きな課題となってい

ます。 

 このことから、子育て支援策、学校におけ

る教育や男女共同参画の意識啓発等は、他の

全ての取組の基礎的な施策であることから、

一層の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/RV=1/RE=1481259444/RH=b3JkLnlhaG9vLmNvLmpw/RB=/RU=aHR0cDovL3d3dy5jaXR5LmtvZ2EuZnVrdW9rYS5qcC9jaXR5aGFsbC93b3JrL2NvbW11bml0eS9kYW5qby9pbWcvMDIzXzEucG5n/RS=%5eADBRwz7lu1t1YSvDBV0_69.NU3NnCk-;_ylt=A2RinF006EhY10EA0RiU3uV7
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４．推進体制の整備・強化 

 

 男女共同参画社会の実現のためには、この計画にある広範かつ多岐にわたる具体的な

取組を着実に展開するとともに、ワーク・ライフ・バランス8の推進や女性の登用など、

女性の活躍推進について、社会全体で取組を進めていく必要があります。 

 このため、本市における推進体制の充実や、市民・事業所・地域活動団体と一体とな

った推進体制の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
8 ワーク・ライフ・バランス：仕事と家庭の調和。 
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３.ＳＤＧｓについて 

 

 ２０１５年（平成２７年）の国連サミットにおいて、「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」が採択され、その中で「誰一人取り残さない」を基本理念とし、「持続可能

な世界を実現するための 2030 年までに到達すべき国際社会全体の目標「持続可能な

開発目標（SDGｓ：Sustainable Development Goals）」として、17のゴール（分

野別目標）及び１６９のターゲットが提示されました。 

 ゴール５「ジェンダー平等や、すべての女性及び女児の能力強化」は、男女共同参画

社会の実現や女性の活躍を推進する本計画の施策の方向性とも重なっており、本計画の

施策を着実に進めていくことが、ＳＤＧｓの推進につながるものと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、本計画に掲げる施策と特に関連するSDGｓの目標は次のとおりです。 

 

あらゆる場所で、あら

ゆる形態の貧困に終止符

を打つ  

包摂的かつ持続可能な経

済成長及びすべての人々の

完全かつ生産的な雇用と働

きがいのある人間らしい雇

用（ディーセント・ワーク）

を促進する。  

あらゆる年齢のすべて

の人々の健康的な生活を

確保し、福祉を促進する 

 

すべての人々に包摂的

かつ公平で質の高い教育

を提供し、生涯学習の機

会を促進する 

 

国内および国家間の不平

等を是正する 

 

ジェンダー平等を達成

し、すべての女性と女児

の能力強化を行う  

公正、平和かつ包摂的な

社会を促進する 
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４．施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整

備（P.28） 

基本目標 

「思
い
や
っ
て
、
支
え
あ
っ
て
、 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

自
分
ら
し
く
い
き
い
き
と
す
ご
せ
る
ま
ち
松
浦
」 

１．あらゆる分野における女性の活躍（P.10） 

２．安心・安全な暮らしの実現 

２．安全・安心な暮らしの実現（P.19） 

２．安心・安全な暮らしの実現 

４．推進体制の整備・強化（P.35） 
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２．働き方の改革、仕事と生活の調和と女

性の活躍推進（P.13） 

の活躍推進 

１．政策・方針決定過程への女性の参画拡

大（P.10） 

１．女性等に対するあらゆる暴力の根絶

(P.19) 

１．  

２．生涯を通じた男女の健康支援（P.21） 

３．生活上の困難を抱える人が安心して暮

らせる環境の整備（P.23） 

１．男女共同参画社会の実現に向けた支援

基盤の整備（P.28） 

２．教育を通じた男女共同参画の推進

（P.30） 

１．多様な働き方を踏まえたワーク・ライフ・バランスの推進（P.13） 

２．女性の雇用環境の整備に向けた取組の推進（P.15） 

３．農林水産業及び商工業等、自営業における男女共同参画の

推進（P.16） 

４．ハラスメント防止対策の推進（P.17） 

 

１．審議会等の委員への女性の参画推進（P.11） 

２．市における管理職等への女性の登用推進（P.11） 

３．職場や地域活動等の各分野における女性の参画推進（P.12） 

１．子育て支援策の充実（P.28） 

２．男女共同参画に関する相談体制の充実（P.29） 

３．介護支援策の充実（P.29） 

３．意識改革に向けた啓発・普及の推進

（P.32） 

１． 学校における教育の充実（P.31） 

２． 学習機会におけるジェンダー平等の促進（P.31） 

 

１．女性等に対する暴力を防ぐ環境づくりの推進（P.19） 

２．配偶者等からの暴力への対策の推進（P.20） 

３．性犯罪・性暴力等への対策の推進（P.21） 

１．わかりやすい広報・啓発活動の推進（P.32） 

１．生涯を通じた男女の健康の保持・増進（P.22） 

２．妊娠・出産に関わる保健・医療対策の充実（P.23） 

３．健康をおびやかす問題への対策の推進（P.23） 

１．ひとり親家庭の生活安定と自立促進（P.24） 

２．高齢・障害等により困難を抱えた人への支援（P.24） 

施策目標 政策目標 

１．防災・復興における男女共同参画の推進（P.26） 
４．防災・復興における男女共同参画の推

進（P.26） 
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第３章 計画の内容 

基本目標１．あらゆる分野における女性の活躍 

 

政策目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

 

【現状と課題】 

男女共同参画社会を実現するためには、男性・女性に関わりなく、個人の能力を発揮

できる機会が平等に与えられる社会を構築することが求められます。また、社会のあら

ゆる分野において、男性と女性が対等な関係で協力することが必要です。 

このことから、行政や事業所、団体等あらゆる分野の組織が、さまざまな課題に対応

しながら、組織運営を維持・発展していくためには、長年男性中心で進められてきた政

策や方針決定の過程において、女性をはじめとする多様な人材の視点を十分に反映し、

共に取り組んでいくことが重要となります。 

女性の参画拡大については、「2020年（令和 2年）までに、指導的地位に女性が占

める割合が、少なくとも 30%程度となるよう期待する」という政府目標が示され、取

組が進められてきたところですが、この目標は必ずしも社会全体で共有されず、必要な

改革が進みませんでした。しかしながら、30％という水準の実現に向けた取組を続けて

きた政府は、2030年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位に

ある人々の性別に偏りがないような社会となることを目指し、その通過点として「2020

年代の可能な限り早期に指導的地位に占める女性の割合が 30％程度となるよう目指し

て取組を進める」という新たな目標を掲げました。 

本市においても、これまで、最終的な意思決定に女性の視点や考えを真に生かしてい

くため、様々な審議会等の委員及び市の管理職等への女性登用を推進してきました。し

かしながら、2021年（令和３年）4月時点の審議会等での女性の就任比率をみてみる

と、798名の委員の内、女性は 197名となっており、24.8％にとどまっています。 

また、同年の市職員の係長級以上の管理職等への女性登用率をみてみると、対象者 85

人の内、女性職員は23人となっており、27.1％にとどまっている現状です。 

この他、事業所における業務や自治会等の地域活動等においても、固定的な性別役割

分担意識が根強く残っている傾向にあり、女性が補助的なポジションにとどまっている

現状が多くみられます。 

これらの状況を打破し、女性の意思決定過程への参画をさらに推進するためにも、各

組織を担う男性たちが女性参画拡大の必要性とメリットを理解して環境整備を行うと

ともに役員や管理職等への登用を後押しすることが重要です。また、女性自身がそれぞ

れの持つ個性や能力を発揮し、社会の形成に貢献することへの意識を高めていくことも

欠かせない要素といえます。 
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施策目標１ 審議会等の委員への女性の参画推進 

 

 行政に女性の声を適切に反映することのできる体制づくりを推進するとともに、引き

続き、審議会等への女性の就任の登用を着実に推進します。 

 

施 策 内 容 担当課 

①審議会等での女性の

就任比率の向上 

 審議会等での女性の割合について

は、「松浦市附属機関等の設置及び委

員選任等に関する要綱」第4条に掲

げる 30％を超えるように努めま

す。 

総務課 

②女性の積極的な参画

に向けた啓発の推進 

 女性の積極的な参画を促進するた

め、女性自らの意識向上と、社会全

体の意識改革の啓発に努めるととも

に、関係各課へ積極的な登用の働き

かけを行います。 

総務課 

 

 

施策目標２ 市における管理職等への女性の登用推進 

 

 女性職員に対して、管理職としての研鑚・能力向上の場を提供するとともに、管理職

としての職務遂行能力を有する女性職員の積極的な登用を図ります。 

  

施 策 内 容 担当課 

①市における管理職等

への女性の登用推進 

 松浦市特定事業主行動計画9に基

づき、課長補佐級、係長級への女性

職員の登用を積極的に行います。 

政策企画課 

②市における中堅女性

職員の育成 

 松浦市特定事業主行動計画に基づ

き、中堅女性職員の育成のため、各

種セミナー、研修等を積極的に実施

します。 

政策企画課 

 

 

 

 

                                                   
9 松浦市特定事業主行動計画：松浦市が、職員を雇用する事業主としての立場から、職員の仕事と子育ての両立や女

性の職業生活における活躍の推進等に関する取組内容及び数値目標等を定めた計画。次世代育成支援対策法及び女

性活躍推進法に基づく。 
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施策目標３ 職場や地域活動等の各分野における女性の参画推進 

 

 女性の視点が組織の中で生かされ、一人ひとりがやりがいを持って働けるよう、より

多くの女性が経営や組織の方針決定過程に参画するための環境づくりを推進します。 

 

施 策 内 容 担当課 

①事業所における女性

参画の推進 

 女性の参画推進に関する情報提供

やセミナー等を開催し、組織におけ

る女性の参画推進を図ります。 

地域経済活性課 

②農業分野における方

針決定過程への女性

参画の推進 

 「家族経営協定」10の啓発と普及に

努めるとともに、女性が集まる各種

会議等において、農業分野への女性

の参画を推進します。 

農林課 

③自治会等における役

員等の女性比率拡大

推進 

 松浦市地域自治会連合会及び各地

域活動団体を通じて、自治会等の活

動における方針決定の場への女性の

参画について働きかけます。 

総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                                   
10 家族経営協定：家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農業

経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合いに

基づき、取り決めるもの。 
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政策目標２ 働き方の改革、仕事と生活の調和と女性の活躍推進 

 

【現状と課題】 

 就業は、生活の経済的基盤であり、自己表現につながるものです。少子高齢化やグロ

ーバル化が進展する中で、働きたい人が性別に関わりなくその能力を十分に発揮できる

ようにすることは、多様な人材を生かすダイバーシティ11の推進につながり、本市の持

続可能な発展や企業の活性化という観点からも、きわめて重要な意義を持っています。 

 女性の労働力人口比率を年齢階級別にグラフ化したときに、子育て期に当たる 30歳

台の労働力率が低下する「M 字カーブ」12が問題視されてきましたが、近年、30 歳台

での落ち込みが緩やかになっていることから、継続就業する女性が増加傾向にあるもの

と思われます。しかしながら、男性の育児休暇取得率は非常に低く、男性が積極的に家

庭生活を支援することが困難であるという状況は依然続いています。 

 また、本市は、長崎県内でも農林水産業に従事する者の割合が高く、女性の就業者構

成比も高い状況です。しかし、今後、農林水産業では、就業者の高齢化や後継者不足の

深刻化によって、女性の役割は従来にも増して重要になると考えられます。 

 農林水産業と同様に、その他のサービス業、卸売・小売業、飲食店、宿泊業等、商工

業においても女性の就業者構成比は高い割合を占めています。こうした業種は自営業の

比率が高く、女性が経営者、あるいは家族従業者として、事業活動の大きな役割を担い

地域社会の発展に寄与しています。 

 しかしながら、自営業の場合、仕事と生活の場、あるいは家計と経営が十分に分離さ

れていないことが多く、就業条件があいまいで、家事労働に対する評価が低くなりがち

であり、女性に過大な負担がかかることが懸念されます。また、女性は補助的な労働に

従事する割合が高いと考えられ、経営などに参画する女性はいまだ少ない状況です。 

このことから、男女がお互いのワーク・ライフ・バランスを実現していくためには、

仕事を持つ全ての男女が、労働時間の短縮や休暇取得によって家庭生活を充実させると

ともに、事業活動やあらゆる方針決定の場において、女性の参画を進めていく必要があ

ります。 

 

施策目標１ 多様な働き方を踏まえたワーク・ライフ・バランスの推進 

 

 男性の仕事優先の意識や、家事・育児は女性が行うものという性別による固定的な役

割分担の意識を見直し、女性に偏りがちな家事・育児・介護等に、男性が進んで携わる

ような環境づくりが必要です。 

また、長時間労働の抑制や多様な働き方の導入促進など、男女の働き方の改革に向け、

                                                   
11 ダイバーシティ：多様な人材を生かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供することで、新たな変化を生み

出し、価値創造につなげること。   
12 Ｍ字カーブ：日本の女性の労働力違人口比率を年齢階級別にグラフ化したとき、30 歳台を谷として、20 歳台後

半と 40 歳代後半が山になるアルファベットの Mのような形になる。M字を描く原因は、出産・子育て期に離職する

女性が多いことにある。 
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経営者、労働者双方のさらなる意識改革を進めていくとともに、女性の能力向上による

職域拡大にも取り組む必要があります。 

 

施 策 内 容 担当課 

①仕事と家庭の両立に

関する意識啓発の推

進 

 仕事と家庭の両立を図ることがで

きるように、職場優先という組織・

企業風土を見直すため、広報活動を

通じて事業者や市民の意識啓発を図

ります。 

総務課 

②家庭生活における男

女共同参画の推進 

 家族が互いに尊重し協力しあって

家事、育児、介護などに取り組むよ

う、啓発活動や生涯を通じた学習機

会の提供に努めます。 

また、男性の家庭生活への参画は、

男性の豊かな生活や自立促進にも繋

がるため、その意義についての社会

の理解促進を図ります。 

総務課 

③育児・介護に関わる休

業制度の推進 

 事業者に対して、育児・介護休業

法の遵守について広報誌などを通じ

て呼びかけ、男女共に育児・介護と

仕事が両立できる職場環境づくりを

呼びかけます。 

地域経済活性課 

④働き方の見直しの推

進 

 

 

 

 

 ワーク・ライフ・バランスが図ら

れるよう、個々人の生活に配慮した

労働時間の改善や、短時間勤務制度
13・フレックスタイム制度14・テレワ

ーク15等の多様な働き方などについ

ての普及啓発を促進します。 

地域経済活性課 

⑤長時間労働の抑制  事業所に対して、週休2日制の導

入を呼びかけるとともに、年次有給

休暇の取得促進や所定外労働時間の

削減に向けた取組の周知啓発を行い

ます。 

地域経済活性課 

                                                   
13 短時間勤務制度：育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・休業法）に

規定された制度で、「３歳に満たない子を育てていること」を条件として採用されるフルタイムより短い勤務時

間。 
14 フレックスタイム制度：１か月以内の一定期間における総労働時間をあらかじめ定めておき、労働者はその枠内

で各日の始業及び終業の時刻を自主的に決定し働く制度。 
15 テレワーク：ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した時間や場所にとらわれない柔軟な働き方。 
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施 策 内 容 担当課 

⑥市における仕事と家

庭の両立支援の推進 

 松浦市特定事業主行動計画に基づ

き業務の効率化を進め、超過勤務の

さらなる縮減に取り組みます。 

また、育児や介護に関する各制度

についての情報提供や理解の促進に

努めつつ、特に男性職員の育児や介

護に関する休暇等の取得促進を図り

ます。 

政策企画課 

 

 

施策目標２ 女性の雇用環境の整備に向けた取組の推進 

 

 女性も男性と同じく家庭の生計を支え、また、地域経済においても欠くことのできな

い労働力として位置付けされています。このため、女性が自分の能力を存分に発揮でき

るとともに、能力に応じた適正な収入を得ることができるよう、働きやすい職場環境の

整備が求められています。 

 

施 策 内 容 担当課 

① 男女雇用機会均等法
16、女性活躍推進法等

の普及促進 

 市内の事業者に対して、男女雇用

機会均等法、労働基準法17、育児・介

護休業法18等の周知徹底を図り、男

女ともに働きやすい労働条件の改

善・確保を図ります。 

 また、女性活躍推進法に基づく、

一般事業主行動計画の策定を呼びか

けます。さらには、国の認定制度に

ついて、関係機関と連携して周知を

図り、市内企業の取組を促進します。 

地域経済活性課 

                                                   
16 男女雇用機会均等法（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律）：雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保

を図る等の措置を推進する法律。 
17 労働基準法：労働条件の基準等を定めた法律。 
18 育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）：育児又は家族の

介護を行う労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう支援することによって、その福祉を増進すると

ともに、あわせて我が国の経済及び社会の発展に資することを目的とした法律。 
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施 策 内 容 担当課 

②女性が働きやすい職

場づくりの推奨 

 女性が働きやすい職場環境を整え

た事業所を表彰・顕彰し、受賞した

事業所の職場環境づくりの工夫を広

報誌やパンフレットで紹介すること

により、市内の事業者における男女

の均等な機会と待遇の改善を促しま

す。 

 

地域経済活性課 

③労働相談の実施 

 

 労働の場における差別問題や就業

条件の問題に関する相談に対し、関

係機関と連携を図り、利用しやすい

相談体制の充実に努めます。 

地域経済活性課 

④妊娠・出産に関わる保

護 

 

 

 

 女性労働者が妊娠・出産を理由と

する不利益取り扱いを受けることが

ないよう、関係法令の周知を図ると

ともに、事業所の就業規則における

産前産後・育児休業、短時間勤務な

どに関する規定の整備を促進しま

す。 

地域経済活性課 

 

 

施策目標３ 農林水産業及び商工業等、自営業における男女共同参画の推進 

 

 女性が男性の対等なパートナーとして経営などに参画できるようにするため、女性の

経営上の位置付けの明確化や経済的位置の向上のために必要な取組を推進する必要が

あります 

 

施 策 内 容 担当課 

① 女性の経済的地位の

向上 

 家族の話し合いをベースとする家

族経営協定の普及と充実に努めると

ともに、女性の認定農業者19の拡大、

農林業に関係する活動を支援しま

す。 

農林課 

②女性リーダーの育成  農林水産業及び商工業等、自営業

における女性リーダーの育成を推進

農林課 

水産課 

                                                   
19 認定農業者：農業経営基盤強化促進法に基づく農業経営 改善計画の市町村の認定を受けた農業経営者・農業生産

法人のこと。 
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施 策 内 容 担当課 

します。 地域経済活性課 

③労働環境の整備促進  女性が安全で快適に就業できるよ

う、労働時間の適正化、休日の取得

など、労働条件の整備について啓発

と指導を行います。 

地域経済活性課 

 

 

施策目標４ ハラスメント20防止対策の推進 

 

 女性が働きながら安心して子どもを産み育てるには、子育てに理解のある職場環境づ

くり、セクシャル・ハラスメント21等の無い職場づくりも重要となります。特に、セク

シャル・ハラスメントは、被害者にとって精神的なダメージが大きく、退職に繋がりか

ねないため、職場における規則の整備などの防止対策が必要となります。 

 

施 策 内 容 担当課 

① セクシャル・ハラス

メント防止対策の推

進 

 セクシャル・ハラスメント防止の

ための規則整備やパンフレットによ

る周知など、あらゆる職場からセク

シャル・ハラスメントの根絶を目指

します。 

地域経済活性課 

② 各種ハラスメント防

止対策の推進 

 セクシャル・ハラスメントだけで

なく、マタニティ・ハラスメント22、

パワー・ハラスメント23等について

もあらゆる職場から根絶を目指しま

す。 

地域経済活性課 

 

 

 

 

 

                                                   
20 ハラスメント：人を困らせること。いやがらせ。 
21 セクシャル・ハラスメント：職場において、労働者の意に反する性的な言動が行われ、それを拒否するなどの対

応により、解雇、降格、減給などの不利益を受けること、又は性的な言動が行われることで職場の環境が不快なも

のとなったため、労働者の能力の発揮に大きな悪影響が生じる事。 
22 マタニティ・ハラスメント：働く女性が妊娠・出産をきっかけに職場で精神的・肉体的な嫌がらせを受けたり、

妊娠・出産、育児休業等を理由として、解雇、不利益な異動、減給、降格などの不利益な取り扱いを被ること。 
23 パワー・ハラスメント：同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、

業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為。 

 



18 

 

 

【基本目標１の数値目標】 

 

項 目 単位 
現状値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和８年度） 

市の男性職員の出産補助のための休 

暇取得率 
％ 43.3 100 

市の男性職員の育児参加のための休 

暇取得率 
％ 48.0 60.0 

市の審議会等委員への女性の登用率 ％ 24.8 30.0 

市の審議会等における女性の参画が 

ない審議会等比率 
％ 25.9 5.0 

家族経営協定の締結数 件 35 40 
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基本目標２．安全・安心な暮らしの実現 

 

政策目標１ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶 

 

【現状と課題】 

配偶者や恋人等によるＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）24やストーカー25行為、

職場等による様々なハラスメント、児童虐待や高齢者・障害者への虐待等、さまざまな

暴力の根絶に向けた取り組みが行われています。 

しかしながら、近年では、新型コロナウイルス感染症の拡大により、外出自粛や休業

等による生活不安・ストレスからの暴力や性暴力の増加・深刻化が懸念されており、さ

らなる取り組みが求められています。 

あらゆる暴力は重大な人権侵害であり、男女共同参画社会を実現していくためには、

このような犯罪や人権侵害がなくなり、個人の尊厳を守ることが必要となります。犯罪

や人権侵害は当事者間だけの問題ではなく、男性、女性それぞれが置かれている立場な

ど、社会的要因が影響している場合も多く、家庭・事業所・地域において、暴力や犯罪

は絶対に許されないという認識を共有し、暴力や犯罪の根絶に取り組んでいくことが必

要です。 

また、被害に遭った人たちが、悩みを抱えたまま、より深刻な事態に陥ることのない

よう、相談窓口を積極的に活用してもらうための環境づくりや、警察や関係機関等との

連携による支援体制の整備にも取り組む必要があります。 

 

施策目標１ 女性等に対する暴力を防ぐ環境づくりの推進 

 

 女性等に対する暴力を根絶するためには、暴力を容認しない社会風土の醸成及び暴力

根絶にむけた基盤づくりが求められます。 

 

施 策 内 容 担当課 

① 関係法令を適用して

の厳正な対処 

 

女性等を取り巻く犯罪に対し、刑

法、売春防止法26、児童福祉法27、配

偶者暴力防止法28、ストーカー規制

 

関係各課 

                                                   
24 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）：配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から受ける暴力。 
25 ストーカー：特定に人につきまといの行為をする人。 
26 売春防止法：売春を助長する行為等を処罰するとともに、性行又は環境に照らして売春を行うおそれのある女子

に対する補導処分及び保護更生の措置を講ずることにより、売春の防止を図ることを目的とした法律。 
27 児童福祉法：全て児童は、児童の権利に関する条約の精神に則り、適切に養育されること、その生活を保障され

ること、愛され、保護されること、その心身の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福

祉を等しく保障される権利を有することを規定した法律。 
28 配偶者暴力防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律）：配偶者からの暴力に係る通報、

相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図ることを

規定した法律 
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施 策 内 容 担当課 

 法など、関係法令の適正な運用を図

り、暴力を許さない環境づくりを推

進します。 

② 相談窓口の充実と連

携 

心理的、身体的、性的なあらゆる

暴力から被害者を守るため、佐世保

こども・女性・障害者支援センター
29、警察、国の行政・司法機関、人権

擁護委員、民間団体などと連携を取

りながら情報収集を行い、相談支援

体制の充実を図ります。 

子育て・こども課 

市民生活課 

③ 犯罪を抑止する地域

活動の活性化 

 犯罪を未然に防ぐ地域環境を整備

するため、警察、自治会及び補導員

などと連携を図り、地域の見回り活

動をはじめとする防犯運動を推進し

ます。 

防災課 

総務課 

生涯学習課 

 

 

施策目標２ 配偶者等からの暴力への対策の推進 

 

 配偶者等からの暴力防止対策として、ＤＶ予防教育の実施などを含め、啓発の充実を

図ることが必要です。 

 

施 策 内 容 担当課 

① 家庭内暴力防止対策

の推進 

 家庭内暴力については、人権侵害

行為であるという認識の浸透を図る

ため、広報誌を通じた情報提供や見

守りネットワークなど関係機関と連

携した学習機会の提供などにより、

地域の見守りの強化や意識の啓発に

努めます。 

子育て・こども課 

市民生活課 

長寿介護課 

③ 関係機関との連携強

化 

 「長崎県ＤＶ対策等推進会議」30や

警察などと連携し、それぞれの役割

を認識するとともに、ＤＶ発生の予

防とＤＶ被害者への切れ目のない支

子育て・こども課 

市民生活課 

長寿介護課 

                                                   
29 佐世保こども・女性・障害者支援センター：特別な支援を必要としている、こどもや女性、そして障害のある

方々に一元的に対応できる総合的な相談・支援の機関。 
30 長崎県ＤＶ対策等推進会議：長崎県において総合的なＤＶ施策の推進を図るため、福祉、男女共同参画等の県関

係部局をはじめ、警察、裁判所、法務局等の関係機関や民間の有識者で構成する会議。 
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施 策 内 容 担当課 

援のための推進体制を強化します。 

 

施策目標３ 性犯罪・性暴力等への対策の推進 

 

 性犯罪や性暴力の被害者は、誰にも相談出来ずに精神的なダメージを負う人も少なく

ありません。そういった多くの被害者に対応するため、相談体制の充実を図る必要があ

ります。 

 また、近年は、SNS等に起因した多様化する犯罪や性に関する情報の氾濫が問題とな

っています。子どもたちが性と生殖に関して正確な知識を持つことと、健康であること

の重要性が求められます。 

 性犯罪・性暴力の被害者に対する支援の充実を図るとともに、性犯罪・性暴力の根絶

に向けて、予防教育に取り組む必要があります。 

 

施 策 内 容 担当課 

① 被害者に対する相

談・救済対策の推進 

 暴力や犯罪により被害を受けた方

に対しては、プライバシー保護や精

神的被害にも十分に配慮しつつ、カ

ウンセリングなどの対応を図りま

す。 

子育て・こども課 

市民生活課 

長寿介護課 

② 適切な性教育の実施  学校教育を通して、体の発育・発達

の時期や程度には個人差があること

や精神と身体は相互に影響し合うこ

とがあることを発達段階に応じて理

解させます。 

また、自ら健康管理を行うことが

できるよう、学校・家庭・地域等が

連携し、性教育の充実に向けた研修

機会の場を設けます。 

学校教育課 

 

 

政策目標２ 生涯を通じた男女の健康支援 

 

【現状と課題】 

男女共同参画社会の形成のためには、男性、女性それぞれが互いの身体的特質や健康

についての理解や配慮が求められます。 

特に、女性には妊娠や出産という女性特有のライフスタイルがあり、乳がんや子宮が

んなど、生命の危険を伴う女性特有の疾病があることに留意しなければなりません。 
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一方、男性においても男性特有の病気にかかる割合が多くなることや女性と比べて自

殺者数が多いこと等への対策を進めていく必要があります。 

本市においては、女性を対象とした各種検診を実施していますが、一部の女性が受診

しているにとどまっています。女性が自らの健康管理に対する関心を高め、各種検診あ

るいは健康相談などのサービスを積極的に活用することが望まれます。また、男性に対

する健康相談・健康診査等も充実させる必要があります。 

 

施策目標１ 生涯を通じた男女の健康の保持・増進 

 

 生涯を通じて健康を保つためには、普段からの健康増進、病気の予防と早期発見が大

切であり、人生の各段階に応じた適切な健康の保持・増進への支援が必要となります。 

また、女性においては、妊娠・出産や女性特有の疾病など、生涯を通じて男性と異な

る健康上の問題に直面することが多いため、生涯において男性と違った健康支援も必要

となります。 

 

施 策 内 容 担当課 

①健康管理・健康増進の

環境整備 

 

 

 

 

 

 健康問題について、安心して相談

できる体制の充実に努め、心身の健

康を保持することにより、健やかに

安心して暮らすことができる社会の

実現を目指します。 

 また、学校や地域、家庭において

生涯を通じた健康管理・改善に資す

る教育学習を推進します。 

さらに、健康的な食生活習慣を確

立し、健康・体力を保持・増進する

ため、気軽にスポーツ活動が行える

環境づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

健康ほけん課 

生涯学習課 

 

 

   

 

 

 

②女性特有の疾病に対

する予防対策の実施 

 乳がん・子宮がんの早期発見のた

め、検診受診を広く呼びかけるとと

もに、閉経後の女性に多い骨粗鬆症

についても、その予防のため、市独

自の検診を実施する等、女性がいく

つになっても明るく元気に過ごせる

ように健康面から支援を行います。 

健康ほけん課 
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施策目標２ 妊娠・出産に関わる保健・医療対策の充実 

 

 妊娠・出産、子育てに関わる悩みの相談や乳幼児期における親と子のふれあいの大切

さなど、子育てに関する指導・助言について、妊産婦や乳幼児の健康診査及び健康指導

等を各関係機関と連携し充実させる必要があります。 

 

 

 

施 策 内 容 担当課 

①母子の健康や悩みに

対する指導・相談体制

の充実 

 妊婦への訪問相談体制の充実や乳

幼児期の訪問指導、乳幼児相談・検

診、離乳食教室など、母子の健康や

悩みに関する相談体制の充実を図り

ます。 

子育て・こども課 

 

 

施策目標３ 健康をおびやかす問題への対策の推進 

 

 覚せい剤や大麻等の薬物、喫煙や飲酒については、健康に甚大な影響を及ぼすもので

あることから、健康に与える影響について、広く情報提供を行う必要があります。 

 

施 策 内 容 担当課 

①薬物乱用・喫煙・飲酒

対策の推進 

 薬物が心身に悪影響を及ぼすこと

や、喫煙・飲酒が胎児や生殖機能に

影響を及ぼすことについて、学校で

の教育を推進するとともに、地域社

会への情報提供に努めます。 

また、受動喫煙の防止のため、職

場や公共の場における分煙対策を推

進します。 

健康ほけん課 

学校教育課 

 

 

政策目標３ 生活上の困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備 

 

【現状と課題】 

 単身世帯やひとり親家庭の増加、雇用・就業構造の変化等により、貧困や教育・就労

の機会が得られない等、生活上の困難を抱える人が増えています。 

 特に女性については、非正規雇用者の割合が高く、生活が不安定であったり、一般的
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に男性よりも長寿で高齢期の生活や自身の介護問題の影響を受けやすいため、母子世帯

や高齢単身女性が貧困等をはじめとするさまざまな困難を抱える状況が多く見受けら

れます。 

 また、障害のある人や外国人住民は、コミュニケーション等の問題により、必要な情

報が得られないことで、複合的な困難を抱える場合も少なくありません。 

 このように、様々な困難や不安を抱える人たちが、自立して充実した生活を送ること

ができるよう、状況に応じた支援体制の整備が必要です。 

 さらには、地域に暮らす人々が、家族形態、年齢、国籍の違い、ハンディキャップの

有無等にかかわらず、ともに助け合い、チャレンジすることができる環境を目指し、相

互理解を深めていくことも重要です。 

  

 

施策目標１ ひとり親家庭の生活安定と自立促進 

 

 ひとり親家庭の不安の解消や自立に向け、就労支援のための講座開催や、その他各種

支援制度に関する情報提供を行い、それぞれの状況に応じた支援を行います。 

 

施 策 内 容 担当課 

①ひとり親家庭への生

活支援 

 

 母子家庭への生活支援は、経済的

安定が第一であり、就労支援など、

自立支援対策を進めます。 

また、父子家庭への生活支援は、

子育てや育児など、家庭生活安定が

必要であり、育児・家事支援対策を

進めます。 

そして、全てのひとり親家庭が安

心して暮らせ、仕事と育児の両立が

できるように、育児支援などの取組

に対して事業所への協力を呼びかけ

ます。 

子育て・こども課 

 

 

 

施策目標２ 高齢・障害等により困難を抱えた人への支援 

 

 全国的に少子・高齢化が取りざたされる現代において、地域社会を豊かで活力あるも

のとするためには、高齢者が健康を保ちながら自立した生活を過ごし、かつ、社会と関

わりを持つことで、誇りを持って暮らせる環境を整備することが求められます。 

 また、障害者については、社会参加や雇用機会の確保において、未だに厳しい状況に
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あり、障害者が地域において障害を持たない人と同じように生活し、あらゆる分野で社

会参加ができるような体制の充実を図る必要があります。 

 

施 策 内 容 担当課 

①高齢者・障害者が暮ら

しやすいまちづくり

の推進 

 高齢者・障害者の日常生活を快適

にし、社会参加を促進するため、高

齢者や障害者に配慮したバリアフリ

ーに対応した住宅や公共施設の整備

を推進します。 

また、認知症高齢者等への理解を

深め、サポート体制を強化します。 

長寿介護課 

福祉事務所 

関係各課 

②福祉・保健・医療等の

連携強化 

 高齢者・障害者をはじめとする市

民の多様なニーズに対応するため、

福祉・保健・医療・介護の連携強化

を推進します。 

長寿介護課 

福祉事務所 

③高齢者への各種支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高齢者が住み慣れた地域におい

て、快適で自立した生活を送ること

ができるように、健康増進及び介護

予防事業の施策に取り組みます。 

また、高齢者がはつらつと過ごせ

るように、就業機会を確保するため

にシルバー人材センター31と連携

し、高齢者の知識と経験を生かした

地域活動を支援するなど、社会参加

の機会提供に努めます。 

 さらに、介護が必要な高齢者につ

いては、介護保険事業計画に基づき、

適切な介護サービスの確保に努めま

す。 

長寿介護課 

 

 

 

④障害者への各種支援  障害のあるなしにかかわらず、人

格と個性を尊重する社会の実現に向

けて、障害者福祉計画に基づいた自

立支援サービス、施設の充実を図り

ます。併せて、障害者が参加しやす

い社会教育の内容の充実や、障害者

に対する理解を深める啓発活動を行

います。 

 

 

 

福祉事務所 

子育て・こども課 

 

                                                   
31 シルバー人材センター：高齢者である会員向けに仕事を受託して提供する組織。 
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政策目標４ 防災・復興における男女共同参画の推進 

 

【現状と課題】 

東日本大震災をはじめとするこれまでの災害においては、様々な意思決定過程への女

性の参画が十分に確保されず、女性と男性のニーズの違いなどが配慮されないといった

課題が生じました。災害発生時のみならず平常時から防災に関する政策・方針決定過程

の場に女性が参画し、女性の視点や意見を反映させることが必要です。 

 

施策目標1 防災・復興における男女共同参画の推進 

 

 女性や多様な生活者の視点を一人でも多くの人が理解し、十分な配慮がなされるよう、

平常時から男女共同参画の視点を導入していくことが必要です。 

 

施 策 内 容 担当課 

① 男女共同参画の視点

に立った防災対策の

展開 

 男女のニーズの違い等、男女共同

参画の視点に十分配慮した防災計画

の策定や防災施策の推進を図るた

め、防災会議への女性のさらなる委

員登用促進など、国のガイドライン

に基づいた取組を実施します。 

防災課 

② 避難場所等における

配慮 

 避難場所や災害ボランティア活動

等の場において、睡眠スペース、更

衣スペースや仮設トイレ等について

女性及び配慮の必要な方に対し、安

全性、利便性及びプライバシーの確

保を図ります。 

防災課 

福祉事務所 

③ 防災現場への女性の

進出促進 

 男女共同参画の視点に立った施策

を展開していくためには、防災現場

への女性の進出が求められているた

め、女性消防団員の確保に努めます。 

消防本部 

④ 被災時・震災後にお

ける心のケア 

 非常時においては、家事や育児等

の家庭責任が女性に偏ったり、DV

や性暴力等の被害が潜在化したりす

る傾向があり、これらは中長期的に

心のケア等に取り組む必要があるこ

とから、適切な相談窓口の情報発信

や支援等に継続して取り組みます。 

子育て・こども課 

健康ほけん課 
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施 策 内 容 担当課 

⑤ 地域における普及啓

発の推進 

 男女共同参画の視点での防災・復

興対策は平時から意識することが重

要であるため、その意義や必要性に

ついて、長崎県男女共同参画推進員

等と連携して研修会への参加や情報

収集を行います。 

総務課 

防災課 

福祉事務所 

 

 

【基本目標２の数値目標】 

 

項 目 単位 
現状値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和８年度） 

子宮がん検診受診率 ％ 6.0 50 

乳がん検診受診率 ％ 7.9 50 

地域と連携した介護予防 

地域支え合い事業 
事業数 51 61 

行政と警察、郵便局、新聞販売店、 

その他民間事業者等との 

地域見守りネットワークの構築 

協定締結 

事業者数 
20 25 

男女共同参画の視点での防災・復興

等研修の実施回数 
回 0 1 
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基本目標３．男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

 

政策目標１ 男女共同参画社会の実現に向けた支援基盤の整備 

 

【現状と課題】 

 日本社会における男女共同参画社会実現の大きな障害の一つは、高度経済成長期を通

じて人々の意識の中に形成された、固定的な性別役割分担意識です。社会構造の変化や

社会経済の急速な変化に伴い、様々な施策が打ち出されているものの、まだまだ社会の

中では、個人としてではなく、性別によって役割を期待される場面は少なくありません。 

 このような状況を解消するためには、男性と女性が性別にかかわりなく、社会の対等

な構成員として様々な分野において、その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現す

ることが求められます。このようなことから、職場、家庭、地域等、様々な場面におけ

る社会制度や慣行について性別によって格差が生じているもの、または生じるおそれが

あるものについて、広く見直しを呼びかけ、意識の改革に取り組んでいく必要がありま

す。 

   

施策目標１ 子育て支援策の充実 

 

 核家族化の進展により、両親以外の親族が子どもの面倒をみることが困難になってい

ます。また、女性の社会進出の進展や、賃金の伸び悩みなどを背景とした夫婦共働き世

帯の割合の高まりなどで、女性の就業率が上昇しています。このままでは、子育ての多

くを担っている女性の負担がさらに増大することが懸念されるとともに、子育てに関す

る支援を必要とする家庭が増えるものと考えられ、楽しんで子育てができるような環境

づくりを進めていく必要があります。 

 

施 策 内 容 担当課 

①保育サービスの充実  市内の保育所等では、民間活力を

導入しながら、乳幼児保育、延長保

育、一時保育、休日保育など、保護

者のニーズに応じた柔軟な保育サー

ビスを実施します。 

子育て・こども課 
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施 策 内 容 担当課 

②地域子育て支援セン

ターなどを通じた子

育て世帯への支援 

 市内の保育所及び幼稚園では、子

育て家庭を対象に育児の不安や悩み

相談などを行う地域子育て支援セン

ターを設置しており、その取組内容

の充実と利用促進を進めます。 

さらに、子育て支援を必要として

いる人と協力したい人との交流の場

を提供するなど、地域の中で子育て

支援を行います。 

子育て・こども課 

③要保護児童及び家庭

への支援 

 児童虐待、非行、不登校などの要

保護児童のための相談窓口を設置

し、児童自身の問題や子育て家庭に

おける問題など、専門機関と連携し

ながら、更なる支援活動を実施しま

す。 

子育て・こども課 

学校教育課 

生涯学習課 

 

 

施策目標２ 男女共同参画に関する相談体制の充実 

 

 男女共同参画社会の実現に向けては、様々な悩みへの一般相談窓口や女性だけでなく、

社会的な悩みを抱える男性の相談窓口も必要と考えられます。 

 

施 策 内 容 担当課 

①男女共同参画に関す

る相談体制の充実 

 長崎県男女共同参画推進センター32

と連携し、様々な相談に対応すると

ともに、相談窓口の周知広報により

利用促進を図ります。 

総務課 

 

 

施策目標３ 介護支援策の充実 

 

本市は、全国に比べて高齢化の進行が早く、団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年

（令和7年）には医療、介護サービスのニーズがますます増加することが見込まれてい

ます。介護者が安心して暮らせるような環境づくりを進めるために、介護支援策の充実

                                                   
32 長崎県男女共同参画推進センター：男女共同参画社会の実現を目指すため、県や市町と連携し、具体的な

取組を行う活動拠点となるところ。男女共同参画推進センターは、県民が、男女共同参画について「集

い・学び・参画する」活動を支援しています。 
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に努めることが必要です。 

 

施 策 内 容 担当課 

① 介護支援策の充実 地域支援事業において、家族介護

教室などにより介護者の心の悩みを

相談できる体制を強化し、介護者の

負担軽減につながるショートステイ

サービス33などの提供体制の整備を

促進し、家族介護者との介護負担の

軽減に向けた介護支援の充実に努め

ます。 

長寿介護課 

② 介護人材の確保 団塊世代がすべて 75 歳以上の後

期高齢者となる 2025 年を見据え

て、地域包括ケアシステムを支える

介護人材の育成・確保を目指し、ま

た、介護・福祉職が職業として選択

される魅力のある職種となるよう、

労働環境や雇用環境の改善を図ると

ともにイメージアップに努めます。 

長寿介護課 

 

 

政策目標２ 教育を通じた男女共同参画の推進 

 

【現状と課題】 

 学校教育等を通じた男女共同参画への理解促進は、将来の男女共同参画社会の実現に

向けた基盤となるものであり、次代を担う子どもたちが、個性や能力を十分に発揮し、

性別にとらわれない多様な選択を可能にするための教育の充実が必要です。 

また、性に関する情報の氾濫により、子どもたちを取り巻く環境の大きな変化を踏ま

え、子どもたちが、その健康状態や性差に応じて適切な自己管理ができるような性教育・

ＤＶ予防教育を推進する必要があります。 

 さらに、子どもたちを指導する立場にある教職員の男女共同参画に関する知識の充実

も必要となります。 

 

 

 

                                                   
33 ショートステイサービス：介護の必要な方を短期間、特別養護老人ホームなどの施設で介護する短期入

所生活介護及び医学的管理の必要な方を短期間、老人保健施設や療養型の病院・診療所などの医療施設

で介護する短期入所診療介護があります。 
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施策目標１ 学校における教育の充実 

 

 子どもの発達段階に応じて、人権尊重や男女平等の精神を高め、個性や能力を重視し

た教育を推進する必要があります。 

また、自らの考えや立場を伝え、互いに理解し合う能力や主体的に進路を選択する能

力も育成する必要があります。 

さらに、教職員に対しては、適切な指導をすることができるような研修を実施し、ス

キルアップを図る必要もあります。 

 

施 策 内 容 担当課 

①子どもに対する男女

共同参画社会に関す

る教育の推進 

子どもの発達段階に応じて、男女

の平等や相互理解と協力の重要性、

互いが協力して家庭を築くことの大

切さなど、男女共同参画の必要性に

ついて、学ぶ機会の充実に努めます。 

 また、LGBT34を含め子どもたち

が性に関する多様性への理解を深

め、自らの生き方を考え、進路を選

択する能力・態度を身に付けること

の重要性を学ぶ機会の充実に努めま

す。 

学校教育課 

②教職員の研修の充実  教職員対象の研修会等の充実に努

め、男女共同参画に関する理解の徹

底を図ります。 

学校教育課 

 

 

施策目標2 学習機会におけるジェンダー平等の促進 

 

ジェンダー平等の社会を実現するためには、性別及び性的指向、人種、年齢、障害の

有無などにとらわれず、誰もが個人として尊重され、お互いに対等な存在として認識す

ることが出発点であり、子ども・青少年のうちから互いの人格や人権を尊重できる心を

育てていく必要があります。 

学習教育などのあらゆる場において、人権尊重の精神に基づく、ジェンダー平等の視

点に立った学習機会を充実させることが必要です。 

 

                                                   
34 LGBT：L（女性の同性愛者/Lesbian：レズビアン）、G（男性の同性愛者/Gay：ゲイ）、B（両性愛者

/Bisexual：バイセクシャル）、T（こころの性とからだの性との不一致/Transgender：トランスジェンダー）の頭文

字をとった言葉で、性的指向・性自認に関する少数者を指す言葉として用いられることも多い。 
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施 策 内 容 担当課 

① 幼少期からのジェン

ダー平等意識の形成 

子どもに固定的な性別役割意識を

持たせないように配慮します。また、

性についてジェンダー平等の視点か

ら、子どもの成長段階に応じた指導

を行います。 

 

子育て・こども課 

学校教育課 

② 教育相談の充実 子どもを取り巻く様々な環境の中

で、多様な問題を持つ児童・生徒が

充実した学校生活を送ることができ

るよう、相談活動の充実に努めます。 

学校教育課 

 

 

政策目標３ 意識改革に向けた啓発・普及の推進 

 

【現状と課題】 

性別に基づく固定的な役割分担意識、性差に対する偏見の解消、人権尊重を基盤とし

た男女平等観の形成などについて、市民の理解を促し意識改革を図るための広報・啓発

活動は、男女共同参画社会づくりに向けたすべての取組の根幹をなす基盤的な施策と言

えます。 

人口減少に伴う生産年齢人口の減少、人々の価値観の多様化など社会状況が変化する

中、男女共同参画の重要性が高まっており、こうした認識をあらゆる分野の人々が共有

していくため、啓発活動の一層の充実強化が求められています。 

このような状況を解消するためにも、全ての市民が男女共同参画について正しく理解

し、日常生活のあらゆる場面で「男女問わず誰もが能力を発揮できる環境づくり」に自

ら取り組むことができるよう、分かりやすい広報・啓発、情報提供を行うことが重要で

す。 

 

 

施策目標１ わかりやすい広報・啓発活動の推進 

 

 市民一人ひとりが男女共同参画や男女平等について正しく知識を得られるよう、分か

りやすい啓発に努めます。 

 また、本計画に掲げられる様々な事業を遂行するにあたり、男女共同参画の視点をし

っかりと反映できるよう、職員研修を通して、市職員一人ひとりの意識を高めます。 
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施 策 内 容 担当課 

① 広報・啓発活動の推

進 

 男女共同参画に対する市民の理解

が深まるように、市報やポスターな

どを通じた啓発活動を実施します。

また、女性、高齢者、障害者、外国

人、LGBT 等、様々な人たちの人権

に関する講演会・研修会などに取り

組みます。 

総務課 

生涯学習課 

②市民への多様な学習

機会の提供 

 長崎県の男女共同参画推進員やエ

キスパート（出前講座）などと連携

して、生涯を通じた学習機会を提供

し、家庭や職場、地域における男女

共同参画を実現するための情報提供

や相談体制の構築を図ります。 

総務課 

生涯学習課 

③市職員の研修の実施  市政運営にあたっては、男女共同

参画をはじめとする人権尊重の視点

を常に心がける必要があります。こ

のため、長崎県市町職員研修センタ

ー等での研修を通して、市職員の男

女共同参画等に対する意識の向上を

図ります。 

政策企画課 

④情報の収集  男女共同参画に関する情報の収集

に努め、県男女共同参画推進センタ

ー情報誌、ホームページ、ライブラ

リー等により、積極的に情報提供を

行います。 

総務課 

⑤長崎県男女共同参画

推進員等との連携強

化 

 長崎県が任命する長崎県男女共同

参画推進員及びアドバイザー35と連

携し、地域に密着した啓発活動を実

施します。 

総務課 

 

 

 

 

                                                   
35 長崎県男女共同参画推進員・アドバイザー：県が、地域における男女共同参画社会づくりを支援するため、普及

啓発活動等を行う推進員を委嘱している。また、推進員の任期を終えた後も引き続き推進員と協力して活動を行う

者をアドバイザーとして登録している。 



34 

 

 

 

【基本目標３の数値目標】 

 

項 目 単位 
現状値 

（令和２年度） 

目標値 

（令和８年度） 

保育所待機児童数 人 0 0 

放課後児童クラブ待機児童数 人 0 0 

「男女共同参画社会」という用語の

認知度 
％ － 85.0 
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基本目標４．推進体制の整備・強化 

 

１．庁内推進体制の充実 

 男女共同参画社会の形成を目指し、本計画の施策を総合的かつ計画的に推進するため、

関係各課との連絡調整や情報の共有化を図り、計画の着実な推進を図ります。 

 

 

２．松浦市男女共同参画推進懇話会との連携強化 

 男女共同参画の企画・推進に資するため設置してある「松浦市男女共同参画推進懇話

会」と連携し、男女共同参画社会の形成促進に努めます。 

 

 

３．市民・事業所・地域活動団体との連携 

 市民・事業所・地域活動団体等が、それぞれの立場で計画に対する理解を深め、あら

ゆる分野で主体的に行動していけるよう、官民協働の施策推進を図ります。 

 

 

４．計画の進行管理 

 計画の着実な進行と成果の見える化を目指し、毎年度、各施策の具体的な事業の取組

に関する「実施状況報告書」を作成し、松浦市男女共同参画推進懇話会において報告し

ます。 

 また、数値的に進行状況が把握できる施策については、数値目標による管理を徹底す

るとともに、全ての職員が男女共同参画の視点にたって、各事業の展開及び評価をする

ことができるよう意識啓発を行います。 

 さらに、前年度の実施状況をもとに、事業内容や目標等の点検・見直しを行い、さら

なる施策の推進を図ります。 
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＜参考資料＞ 

松浦市男女共同参画推進懇話会設置要綱 

（設置） 

第１条 本市の男女共同参画社会形成促進を図るための施策について広く意見を聴取し、男女

共同参画の企画・推進に資するため、松浦市男女共同参画推進懇話会（以下「懇話会」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 懇話会は、次の事項について協議する。 

(１) 男女共同参画の調査研究に関すること。 

(２) 男女共同参画の企画・推進に資する提言に関すること。 

(３) 男女共同参画社会の形成促進に関すること。 

(４) その他の男女共同参画に関すること。 

（組織） 

第３条 懇話会は、委員20人以内で組織する。 

（委員） 

第４条 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(１) 各種団体等の代表 

(２) 知識経験者 

(３) 行政機関の職員 

(４) 前３号に掲げる者のほか、特に市長が必要と認めた者 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。 

２ 委員に欠員が生じたときは、補欠委員を委嘱又は任命するものとし、補欠委員の任期は、前

任者の在任期間とする。 

（座長及び副座長） 

第６条 懇話会に座長及び副座長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 座長は会務を総理する。 

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 懇話会は、必要に応じ、座長が招集し、座長が議長となる。 

（部会） 

第８条 懇話会には、部会を置くことができる。 

（庶務） 

第９条 懇話会の庶務は、総務課において処理する。 

（補則） 

第10条 この告示に定めるもののほか、懇話会に関し必要な事項は、座長が懇話会に諮って定め

る。 
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附 則 

１ この告示は、平成18年１月１日から施行する。 

２ 最初に委嘱又は任命される委員の任期は、第５条第１項の規定にかかわらず、平成18年11月

28日までとする。 

附 則（平成20年告示第20号） 

この告示は、平成20年５月７日から施行する。 
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男女共同参画社会基本法 

 

（平成１１年６月２３日法律第７８号） 

改正 平成１１年７月１６日法律第１０２号 

同１１年１２月２２日同第１６０号 

 

目 次 

前 文 

第一章 総則（第一条～第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条～第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条～第二十八条） 

附 則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向

けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層

の努力が必要とされている。 
一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対

応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな

く、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と

なっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する

最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来

に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計

画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで

活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理

念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の

形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、
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社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性

別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保される

ことその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固

定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及

ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんが

み、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をでき

る限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公

共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が

確保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下

に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割

を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨とし

て、行われなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有しているこ

とにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以

下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極

的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の

施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び

実施する責務を有する。 
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（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上

又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提

出しなければならない。 

 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計

画」という。）を定めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ  

計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画

基本計画を公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画

計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関す
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る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市

町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策

を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならな

い。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深め

るよう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参

画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及

び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が

侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する

調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推

進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国

際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推

進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民

間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その

他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

 

第三章 男女共同参画会議 

 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 
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（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画       

社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内

閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任   

命する者  

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関

の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な

協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者
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以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し

必要な事項は、政令で定める。 

 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」とい

う。）第一条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定により置

かれた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。  

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命された男女共同参

画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の規定により、審議会

の委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる

者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第四条第二項の規

定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。  

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定められた男女共同参

画審議会の会長である者又は同条第三項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、

この法律の施行の日に、第二十四条第一項の規定により審議会の会長として定められ、又は同

条第三項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。  

 

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三    

十条の規定 公布の日 
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（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、

委員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他

の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。  

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過

措置は、別に法律で定める。 

 

 

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 

（以下略） 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成二十七年九月四日法律第六十四号） 

最終改正：令和元年六月五日同第二四号 

 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等  

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十八条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第二十二条―第二十九条） 

第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 

第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 

附則 

 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその

個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における

活躍」という。)が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年

法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その

基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方

針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等

について定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって

男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経

済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の 

実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教 

育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びそ 

の活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職 

業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよう

にすることを旨として、行われなければならない。 
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２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介

護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生

活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、

相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等

により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、

行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に

関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての

基本原則（次条及び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生

活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対す

る職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に

資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施

するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策に協力しなければならない。 

 

 

第二章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合

的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下

「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な

事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 
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３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表

しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」とい

う。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推

進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるもの

とする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

 

第三章 事業主行動計画等 

 

第一節 事業主行動計画策定指針 

 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条

第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十九条第一項に規定する特定事業主行動計画（次

項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策

定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となる

べきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第二節 一般事業主行動計画等 

 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用
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する労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動

計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画

をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出な

ければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続

勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他

のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活に

おける活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、こ

れを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する労働

者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地

位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならな

い。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一

般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定

指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大

臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよう

とする場合について、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業

主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他

の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 
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（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品、役務の

提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生

労働省令で定めるもの（次項及び第十四条第一項において「商品等」という。）に厚生労働大

臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示

を付してはならない。 

 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第九条の

認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところ

により、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該

事業主の策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定

められた目標を達成したこと、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三条の二に規定する業務を担当する者及び育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六

号）第二十九条に規定する業務を担当する者を選任していること、当該女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組の実施の状況が特に優良なものであることその他の厚生労働省令

で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一般事業主」という。） については、

第八条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも一回、女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 

 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第十
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二条の認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する

労働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中

小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労

働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事し

ようとするときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三

項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その

他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるも

の又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定め

る要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行う

ものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための

厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認める

ときは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で

定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚

生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法

第五条の三第一項及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十二条第一

項、第四十二条の二、第四十八条の三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並

びに第五十一条の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について、

同法第四十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬

の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において準用する同条第二

項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第三十七

条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律第十六条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」

と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは

「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の規定の適用については、同法第三十六
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条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする

者がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法第四十二条の三中「第三十九条に規定す

る募集受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年

法律第六十四号）第十六条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について報

告を求めることができる。 

 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承

認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これ

らに基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適

切な実施を図るものとする。 

 

（一般事業主に対する国の援助）  

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しよう

とする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動

計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実

施されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第三節 特定事業主行動計画 

 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下

「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、

特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定め

るところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時

間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業におけ

る女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進

するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければ

ならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する職員に占める女性職員

の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める

女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に
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周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表

しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画

に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生

活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活

における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関

する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実     

 績 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活におけ

る活躍に関する前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよう努

めなければならない。 

 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとす

る女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に

関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する 

実績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓

練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職

業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機
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関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施すること

ができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な

理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援す

るために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興

開発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）

の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一

般事業主その他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」

という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な

施策を実施するように努めるものとする。 

 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心

と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外にお

ける女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を

行うものとする。 

 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事

務及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、

第二十二条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が

講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用する

ことにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的か

つ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」とい

う。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第二十二条第三項の規
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定による事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加

えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員

として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が

相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関

係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨

を公表しなければならない。 

 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由な

く、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が

定める。 

 

第五章 雑則 

 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八条第一項に

規定する一般事業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第七項に規

定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表を

した第八条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第二項に規定する情報に関し虚偽の公

表をした認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七項に規定する一般事

業主に対し、前条の規定による勧告をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わな

かったときは、その旨を公表することができる。 

 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五条、第十六条、第三十条及び前条に
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規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労

働局長に委任することができる。 

 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 

 

第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務

の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。 

 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に

処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に

処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わ

なかった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した                    

 者 

 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、 

又は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しく

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述

をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を

漏らした者 

 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰す

るほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 
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第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過

料に処する。 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二

十八条を除く。）及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十

八年四月一日から施行する。 

 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り

得た秘密については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二十八条

の規定（同条に係る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、

なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定に

かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必

要な措置を講ずるものとする。 

 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定及び附則第三十五条の規定 

公布の日 

二及び三 略 



57 

 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条第一項、第六十条の二第四項、第七十

六条第二項及び第七十九条の二並びに附則第十一条の二第一項の改正規定並びに同条第三

項の改正規定（「百分の五十を」を「百分の八十を」に改める部分に限る。）、第四条の規定

並びに第七条中育児・介護休業法第五十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正規定

並びに附則第五条から第八条まで及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務員退職手当法

（昭和二十八年法律第百八十二号）第十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条第二項及

び第十七条の規定、附則第十八条（次号に掲げる規定を除く。）の規定、附則第十九条中高

年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十八条第三項の

改正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」に改める部分に限る。）、附則第二十条中建

設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和五十一年法律第三十三号）第三十条第一項の表

第四条第八項の項、第三十二条の十一から第三十二条の十五まで、第三十二条の十六第一項

及び第五十一条の項及び第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の項の改正規定、附則第

二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第

三十三条（次号に掲げる規定を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした

行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。 

 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（令和元年政令第一七四号で令和二年六月一日から施行） 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律第四条の改正規定並びに次条及び附則第六条の規定 公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日 

 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定め

る。 

 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の規定

の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

                        （平成十三年四月十三日法律第三十一号） 

                        最終改正：令和元年六月二六日同第四六号 

 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平

等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわら

ず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、

多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個

人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を

防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴

力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

 

第一章 総則 

 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに

準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の二において「身体に対す

る暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に
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ある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあっ

た者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援す

ることを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

 

 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条

第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三

項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基

本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案

して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めな

ければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、
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遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のた

めに必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各

施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ

ンターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲

げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を 

行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導 

を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次

号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時における安全の確保

及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す

る制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこ

と。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ

の他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調

整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満た

す者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとす

る。 

 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 
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（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

 

 

第三章 被害者の保護 

 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下

この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター

又は警察官に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努める

ものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規

定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又

は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援セン

ター等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。 

 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要

に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の

内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭

和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他

の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被

害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く

方面については、方面本部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者から

の暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受け

たい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者

に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 
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（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条に

おいて「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉

法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第

百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。 

 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府

県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な

保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦

情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

 

 

第四章 保護命令 

 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身

体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に

限る。以下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合

にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった

者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配

偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対

する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと

きは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止す

るため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以

下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に

掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時におい

て被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠

としている住居を除く。以下この号において同じ。）そ の他の場所において被害者の身辺に
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つきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居か 

ら退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するた

め、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為も

してはならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、フ

ァクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はそ

の知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞しゆう恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその

性的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項

並びに第十二条第一項第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配

偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることか

ら被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止

するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発

した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠とし

ている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の

身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をは

いかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活にお

いて密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以

下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛

けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその
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親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認

めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申

立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経

過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該

親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを

命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）

の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理

人の同意）がある場合に限り、することができる。 

 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所

がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にも

することができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立

ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後

の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが

大きいと認めるに足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居して 

いる子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発

する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に 

関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要

があると認めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について 

相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる

事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 
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ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がな

い場合には、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を

記載した書面で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受け

たものを添付しなければならない。 

 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、

これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を

達することができない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所

は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助

若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出

を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署

の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属

官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同

項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭

弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の

期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又

は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一

項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命

令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター

(当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、

申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力

相談支援センター)の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 
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（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があ

ることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁

判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁

判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合におい

て、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命

令の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項

から第四項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り

消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規

定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書

記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に

通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した

場合について準用する。 

 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合

には、当該保護命令を取り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項

までの規定による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月

を経過した後において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生

じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該

裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定

により当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。 

 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立

ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号

の規定による命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠として

いる住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発
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せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を

完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認め

るべき事情があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発すること

により当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないこ

とができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記

以外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに

第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及

び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から

第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第

一項本文の事情」とする。 

 

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧

若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請

求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは

相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまで

の間は、この限りでない。 

 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公

証人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局

又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。 

 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その

性質に反しない限り、民事訴訟法(平成八年法律第百九号)の規定を準用する。 

 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁

判所規則で定める。 

 

 

第五章 雑則 

 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項
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において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その

置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとと

もに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関

する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるた

めの教育及び啓発に努めるものとする。 

 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、

加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する

調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための

活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次

号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚

生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁

しなければならない。 

 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費

用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとす

る。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができ

る。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げ 
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るもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

 

第五章の二 補則 

 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚

姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相

手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手か

らの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関

係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十

八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する

関係にある相手からの暴力を受け

た者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶

者であった者 

同条に規定する関係にある相手又

は同条に規定する関係にある相手

であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十一条

第二項第二号、第十二条第一項第一号か

ら第四号まで及び第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係に

ある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消

された場合 

第二十八条の二に規定する関係を

解消した場合 

 

 

第六章 罰則 

 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定

によるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の

罰金に処する。 

 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又

は第二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準

用する第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべ
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き事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の

過料に処する。 

 

 

附 則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、

第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日

から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する

暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命

令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規

定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相

談所」とする。 

 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況

等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

 

附 則  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係

る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身

体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とする

この法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」

という。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるも

のに限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二
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月」とあるのは、「二週間」とする。 

 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案

し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する

事件については、なお従前の例による。 

 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八条

までの規定 平成二十六年十月一日 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の日 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律第六条第一項及び第二項の通報の対象となる同条第一項

に規定する配偶者からの暴力の形態並びに同法第十条第一項から第四項までの規定による命

令の申立てをすることができる同条第一項に規定する被害者の範囲の拡大について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護等に関する法律第一条第一項に規定する配偶者からの暴力に係る加害者の地

域社会における更生のための指導及び支援の在り方について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。 
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